
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

92,318 人
人
％

91,173
1.3

93,751 人
人93,646

0.1 ％

１７ 年 国 調区 　 分

2,901

5.8
第 １ 次

第 ２ 次
17,810

35.8

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

5.8

2,865

18,857

38.1

第 ３ 次
28,891

58.1

27,718

56.0
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

10,337,779

49,616 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

209.91

440

49,616 0.2
44,843 0.1

都 道 府 県 名

18

福 井 県

団 体 名

2109

坂井市

市 町 村 類 型 Ⅱ－１

地方交付税種地 1 - 3

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

11,738,975 33.7 11,738,975 58.5
1,164,347 3.3 1,164,347 5.8

44,843 0.2
36,151 0.1

846,467 2.4 846,467 4.2
34,106 0.1 34,106 0.2

- - - -
212,392 0.6 212,392 1.1

- - - -
308,607 0.9 308,607 1.5

6,593,336 18.9 5,550,271 27.7
5,550,271 15.9 5,550,271 27.7
1,043,065 3.0 - -
21,028,840 60.3 19,985,775 99.6

17,815 0.1 17,815 0.1
372,395 1.1 - -
850,604 2.4 25,834 0.1
221,599 0.6 - -

2,013,510 5.8 - -
- - - -

1,495,556 4.3 - -
96,190 0.3 36,880 0.2
5,363 0.0 - -

348,002 1.0 - -
1,399,634 4.0 - -
1,088,494 3.1 3,766 0.0
5,908,500 17.0 - -

34,846,502 100.0 20,070,070 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

11,650,410

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

11,650,410 99.2 218,426

99.2 218,426
4,832,031 41.2 218,426
138,109 1.2 -

3,355,340 28.6 -

-

275,048 2.3

-

45,289
1,063,534

-

9.1 173,137

-

6,094,717 51.9

-

5,926,621 50.5

-

163,735 1.4
559,927 4.8

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

88,565 0.8

88,565 0.8
88,565 0.8 -

- - -
- - -

218,426

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
36,151

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

○
0.2

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

○

○

○

-

×

×

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

34,846,502 36,402,998
34,102,265 35,003,364

744,237 1,399,634
52,873 82,408
691,364 1,317,226
-625,862 1,317,226
49,490 50,095

- -
261,881 641,532
-838,253 725,789

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

785 2,539,970 3,236
93 230,440 2,478
40 144,260 3,607
- - -
- - -

825 2,684,230 3,254

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

○

○

○

×

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 18.08.01 8,550

助 役 1 18.08.01 7,020

収 入 役 - - -

教 育 長 1 18.08.01 6,030

議 会 議 長 1 18.03.20 4,900

議 会 副 議 長 1 18.03.20 4,200

議 会 議 員 28 18.03.20 4,000

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 6,544,899 19.2 5,965,006 5,899,599 27.8
う ち 職 員 給 4,773,733 14.0 4,209,155 - -

扶 助 費 3,454,872 10.1 1,563,140 1,562,951 7.4
公 債 費 3,262,538 9.6 3,163,118 3,163,118 14.9

元 利 償 還 金 3,262,538 9.6 3,163,118 3,163,118 14.9
一時借入金利子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

13,262,309 38.9 10,691,264 10,625,668 50.1
4,603,999 13.5 3,081,326 2,703,535 12.7

維 持 補 修 費 80,816 0.2 59,868 59,868 0.3
補 助 費 等 6,612,686 19.4 6,308,527 4,719,072 22.2

うち一部事務組合負担金 2,852,779 8.4 2,710,656 2,531,862 11.9
繰 出 金 1,794,925 5.3 1,663,761 1,611,227 7.6
積 立 金 3,432,453 10.1 215,081 - -
投資・出資金・貸付金 296,440 0.9 440 - -
前年度繰上充用金 - - -

4,018,637 11.8投 資 的 経 費 1,496,142
33,012 0.1う ち 人 件 費 28,329

4,014,070 11.8普通建設事業費 1,495,742

う ち
4.2{ 2,378,067 7.0 1,377,610

災害復旧事業費

1,449,081 34,630

4,567 0.0 400
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

34,102,265 100.0 23,516,409

内
訳

経常経費充当一般財源等計
19,719,370 千 円

経  常  収  支  比  率
92.9 ％ ％98.3

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

24,260,646

15,742,640

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

258,765

構成比

0.8

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

258,765
総 務 費 6,473,374 19.0 81,443 2,940,075
民 生 費 8,334,325 24.4 75,075 5,390,053

2,248,833衛 生 費 6.6 11,552 1,918,164
労 働 費 226,017 0.7 - 49,229
農 林 水 産 業 費 1,501,057 4.4 501,968 1,115,327
商 工 費 598,982 1.8 142,504 361,518
土 木 費 4,097,728 12.0 1,503,018 3,306,032
消 防 費 1,518,573 4.5 4,646 1,517,621
教 育 費 5,577,505 16.4 1,693,864 3,496,106
災 害 復 旧 費 4,567 0.0 - 400
公 債 費 3,262,539 9.6 - 3,163,119
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

13,530,489

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 34,102,265 100.0 4,014,070 23,516,409

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

病 院

上 水 道

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

4,172,601
2,134,084
159,976

-
294,461

83,616

1,500,464

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 770,398
再 差 引 収 支 707,974
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 14,274
被 保 険 者 数 ( 人 ) 28,267

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 84
国 庫 支 出 金 67
保 険 給 付 費 165

区　　　分 平成18年度 (千円)

18,942,161

基準財政収入額 10,953,475
基準財政需要額 14,976,597
標準税収入額等 14,195,840
標 準 財 政 規 模 19,746,111
財 政 力 指 数 0.67
実質収支比率 3.5
経常一般財源等比率 101.6
公債費負担比率 13.0
公 債 費 比 率 12.5

起債制限比率 9.8

積立金 財  調 1,549,163
減  債 603,359
特定目的 4,640,606

地 方 債 現 在 高 33,372,288
うち政府資金 13,524,881(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 602,737
保証・補償 -
そ  の  他 109,870
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 1,860,824
徴
収
率

現
年計

98.4 94.0
98.5 94.7
98.1 92.6

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.63

債
務
負
担
行
為
額

10

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

109,600 0.3 - -
1,043,100 3.0 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

11,738,975

- -

100.0

7.0
102.0
11.6
12.9
14.1
8.9

1,761,554
602,247

1,275,048
30,132,202
13,910,990

の 指 定 状 況

15.0実質公債費比率(％)

1,291,212
-

128,900
-
-

1,860,744
98.2 93.2
98.2 93.3
98.0 92.2




